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派遣労働者についても、男女雇用機会均等法に基づき、性別を理由に差別することは禁止されています。 

また、育児・介護休業法に基づき、一定の要件を満たすと、育児休業の対象となる等、育児・介護のための

両立支援制度を利用できます。 

さらに、労働者派遣法第４７条の２、第４７条の３及び第４７条の４により、派遣元事業主だけでなく、

派遣先の事業主も、男女雇用機会均等法・育児・介護休業法・労働施策総合推進法における、「妊娠・出産、

育児・介護休業等の申出・取得等を理由とする不利益取扱いの禁止」、「妊娠・出産、育児・介護休業等に関

するハラスメント対策、セクシュアルハラスメント対策及びパワーハラスメント対策」、「妊娠中及び出産後

の健康管理に関する措置」が適用され、派遣元と派遣先ともに、使用者としての責任を負うことになります。 

 

 

 

 

１.労働者の性別を理由とする差別の禁止 

 

 

派遣元事業主が、一定の職種について派遣労働者になろうとする者を登録させるに当たって、その 
対象を男女いずれかのみとすることは、禁止されています。 

※ 労働者派遣法第２条第１号に規定する労働者派遣のうち、いわゆる「登録型派遣」を行う事業主が、派遣 

 労働者になろうとする者に対し登録を呼びかける行為及びこれに応じた者を労働契約の締結に至るまでの過 

 程で登録をさせる行為は、「募集」に該当します。「採用」とは、労働契約を締結することをいい、応募の受付、 

採用のための選考等募集を除く労働契約の一連の手続きを含みます。 

 

 

 

派遣元事業主が、一定の労働者派遣契約に基づく労働者派遣について、その対象を男女いずれかのみ
とすることは、禁止されています。 

※ 派遣元事業主が、労働者派遣契約に基づき、その雇用する派遣労働者に係る労働者派遣をすることは、「配置」 

に該当します。したがって、派遣元事業主が派遣先事業主からの男女いずれか一方の性別を指定した労働者派 

遣の要請に応じることは、原則として均等法に違反します。 

 

２．派遣労働者の性別を特定する行為の禁止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

派遣労働者の性別を特定する行為等の禁止 

事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別に関わりなく均等な機会を与えなければ 
なりません（男女雇用機会均等法第 5条）。 

事業主は、配置（業務の配分及び権限の付与を含む）、昇進、降格及び教育訓練、一定の福利厚生、
職種・雇用形態の変更、退職の勧奨、定年、解雇、労働契約の更新について、労働者の性別を理由と
して差別的取扱いをしてはなりません（男女雇用機会均等法第 6条）。 

労働者派遣法に基づく「派遣先が講ずべき措置に関する指針」においては、紹介予定派遣の場合を
除き、派遣労働者を特定することを目的とする行為は禁止されています（指針第二の三）。 

派遣先の事業主が労働者派遣契約の締結に際し、「女性を（又は男性を）派遣すること」などと限 

定することも、この指針に違反します。 

  紹介予定派遣の場合は派遣労働者を特定することを目的とする行為を行うことができますが、派遣 

労働者の性別を理由とした差別を行うことは、原則として指針に違反します（指針第二の十八（四））。 

また、派遣先の事業主は、労働者派遣契約を締結するに当たって派遣労働者の性別を記載してはな 

らないこととされています（指針第二の四）。 
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＜厚生労働省令で定められている事由＞(※) 

① 妊娠したこと 

② 出産したこと 

③ 母性健康管理措置を求め、又は当該措置を受けたこと 

④ 坑内業務の就業制限若しくは危険有害業務の就業制限の規定により業務に就くことができないこと、 

又はこれらの業務に従事しない旨の申出をしたこと又はこれらの業務に従事しなかったこと 

⑤ 産前休業を請求し、若しくは産前休業をしたこと又は産後の就業制限の規定により就業できず、若し 

くは産後休業をしたこと 

⑥ 軽易な業務への転換を請求し、又は軽易な業務に転換したこと 

⑦ 事業場において変形労働時間制がとられる場合において１週間又は１日について法定労働時間を超え 

る時間について労働しないことを請求したこと、時間外若しくは休日について労働しないことを請求 

したこと、深夜業をしないことを請求したこと又はこれらの労働をしなかったこと 

⑧ 育児時間の請求をし、又は育児時間を取得したこと 

⑨ 妊娠又は出産に起因する症状により労務の提供ができないこと若しくはできなかったこと又は労働能 

率が低下したこと 

※「妊娠又は出産に起因する症状」とは、つわり、妊娠悪阻、切迫流産、出産後の回復不全等、妊娠又は出産を 

したことに起因して妊産婦に生じる症状をいう。 

 

＜禁止される不利益取扱いの例＞ 

① 解雇すること 

② 期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと 

③ あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること 

④ 退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更の強要を行うこと 

⑤ 降格させること 

⑥ 就業環境を害すること  例：業務に従事させない、専ら雑務に従事させること など 

⑦ 不利益な自宅待機を命ずること 

⑧ 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと 

⑨ 昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと 

⑩ 不利益な配置の変更を行うこと 

⑪ 派遣労働者として就業する者について、派遣先の事業主が当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の 

提供を拒むこと 

例：妊娠した派遣労働者が、派遣契約に定められた役務の提供ができると認められるにもかかわ 

らず、派遣先の事業主が派遣元の事業主に対し、派遣労働者の交替を求めたり、派遣労働者 

の派遣を拒むこと。 

事業主は、妊娠等、厚生労働省令で定められている事由（※）を理由に、女性労働者に解雇等の不
利益な取扱いをすることは禁止されています。（男女雇用機会均等法第 9条第 3 項） 

妊娠中・産後１年以内の解雇は、事業主が、妊娠・出産等が理由でないことを証明しない限り無効 

となります。（男女雇用機会均等法第 9条第 4 項） 

また、派遣先の事業主も、派遣労働者の妊娠・出産等、厚生労働省令で定められている事由(※)を 

理由として、不利益な取扱いをすることは禁止されます。（労働者派遣法第 47 条の 2） 

妊 娠 ・ 出 産 等 を 理 由 と す る 不 利 益 取 扱 い の 禁 止  
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＜育児休業・介護休業等に関する不利益取り扱い禁止の対象となる制度・事由＞(※) 

① 育児休業（育児のために原則として子が１歳になるまでに取得できる休業） 

② 産後パパ育休（育児のためにこの出生後８週間以内に４週間まで取得できる休業） 

③ 介護休業（介護のために対象家族1人につき最大で３回まで分割して通算93日間取得できる休業） 

④ 子の看護等休暇（子の看護等のために年間5日間（子が２人以上の場合10日間）取得できる休暇） 

⑤ 介護休暇（介護のために年間5日間（対象家族が２人以上の場合10日間）取得できる休暇） 

⑥ 所定外労働の制限（育児又は介護のための残業免除） 

⑦ 時間外労働の制限（育児又は介護のため時間外労働を制限（1か月24時間、1年150時間以内）） 

⑧ 深夜業の制限（育児又は介護のため深夜業を制限） 

⑨ 育児のための所定労働時間の短縮措置 

⑩ 介護のための所定労働時間の短縮等の措置 

⑪ 本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出をしたこと 

⑫ 出生時育児休業中の就業について、就業可能日等の申出や事業主から提示された日時について同意を

しなかったこと等 

▼令和７年４月、10月からは以下の事項が追加となります。 

⑬ 対象家族が介護を必要とする状況に至ったことの申出をしたこと（令和７年４月1日から） 

⑭ 妊娠・出産等の申出時や子が３歳になる前の時期に確認された労働者の仕事と育児の両立に関する意 

向の内容（令和７年10月１日から） 

⑮ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者の柔軟な働き方を実現するための措置 

（令和７年10月１日から）→事前に就業規則等にて措置が講じられていることが必要です。 

 

＜禁止される不利益取扱いの例＞ 

 Ｐ２に記載の①～⑪と同様。加えて、労働者が希望する期間を超えて、その意に反して所定外労働の制限、 
 時間外労働の制限、深夜業の制限又は所定労働時間の短縮措置等を適用すること。 
Ｐ２⑪派遣労働者として就業する者について、派遣先の事業主が当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を拒む 

ことの例 

・派遣労働者が派遣元に育児休業の取得を申し出た場合に、育児休業に入るまでは派遣契約に定められた役務の 

提供ができると認められるにもかかわらず、派遣中の派遣労働者が育児休業の取得を申し出たことを理由に、 

派遣先が派遣元に対し、派遣労働者の交替を求めること。 

・労働者派遣契約に定められた役務の提供ができると認められるにもかかわらず、派遣中の派遣労働者が子の看 

護等休暇を取得したことを理由に、派遣先が派遣元に対し、派遣労働者の交替を求めること。 

 

事業主は、育児休業等の申し出・取得等（※）を理由に、労働者に解雇等の不利益な取扱いをする
ことは禁止されており、それらを理由として行う解雇その他不利益な取り扱いの意思表示は無効と解
されます。（育児・介護休業法第 10 条、第 16 条他） 

また、派遣先の事業主にも、派遣労働者への育児休業等の申出・取得等（下記※）を理由とする不

利益取扱いの禁止が義務付けられています。（労働者派遣法第 47 条の 3） 

育児休業等の申出・取得等を理由とする不利益取扱いの禁止  

【参考】 

育児・介護休業法につき、男女ともに希望に応じて育児・介護の両立を可能とするため、 

令和６年改正により、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充、 

育児休業等の取得状況公表義務の適用拡大、介護離職の防止のための仕事と介護の 

両立支援制度の強化等の措置を講ずること等が令和７年４月より順次必要となります。 

それぞれの施行日や内容の詳細については、労働局ホームページをご覧ください。 
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～妊娠・出産・育児休業等の申出等を理由とする不利益取扱い～ 

 

均等法及び育児・介護休業法の要件となっている「理由として」とは、妊娠・出産・育児休業等の事

由と不利益取扱いとの間に「因果関係」があることを指します。 

 妊娠・出産・育児休業等の事由を「契機として」（※）不利益取扱いを行った場合は、例外に該当する

場合を除き、「理由として」いる（事由と不利益取扱いとの間に因果関係がある）と解され、原則として

法違反となります。 

 

※ 原則として、妊娠・出産・育児休業等の事由の終了から１年以内に不利益取扱いがなされた場合は「契機とし

て」いると判断します。ただし、事由の終了から１年を超えている場合であっても、実施時期が事前に決まっ

ている、又は、ある程度定期的になされる措置（人事異動、人事考課、雇止め等）については、事由の終了後

の最初のタイミングまでの間に不利益取扱いがなされた場合は「契機として」いると判断します。 

 

 

 

 

 

○業務上の必要性から不利益取扱いをせざるをえず、 

○業務上の必要性が、当該不利益取扱いにより受ける影響を上回る 

と認められる特段の事情が存在するとき 
 

 

 

○労働者が当該取扱いに同意している場合で、 

○当該取扱いにより受ける有利な影響が不利な影響の内容や程度を 

上回り、事業主から適切に説明がなされる等、一般的な労働者な 

ら同意するような合理的な理由が客観的に存在するとき 

 

 

例外① 

 

 

例外② 
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＜事業主が講ずべき措置の内容＞ 以下の11項目が厚生労働省の指針に定められています。 

（1）事業主の方針の明確化及びその周知・啓発 

① 職場におけるハラスメントの内容・職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針
を明確化し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発すること。 

② 行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、管
理監督者を含む労働者に周知・啓発すること。 

（2）相談（苦情含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制整備 
③ 相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。 
④ 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。また、ハラスメン 

トの発生のおそれがある場合や、ハラスメントに該当するか微妙な場合でも、広く相談に対 
応すること。 

（3）事後の迅速かつ適切な対応 
⑤ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること。 
⑥ 事実確認ができた場合は、速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと。 
⑦ 事実確認ができた場合は、行為者に対する措置を適正に行うこと。  
⑧ 再発防止に向けた措置を講ずること。（事実が確認できなかった場合も同様） 

（4）（1）～（3）までの措置と併せて講ずべき措置 
⑨ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること。 
⑩ 事業主に相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行ってはな 

らない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。 
 

※妊娠・出産などに関するハラスメント及び育児休業等に関するハラスメントについては上記に加えて、(1)①の

際に、妊娠・出産・育児休業等に関する否定的な言動がハラスメントの発生の原因や背景になり得ることや、 

制度等の利用ができることも併せて周知・啓発することが必要です。また、派遣元事業主においては、業務 

体制の整備等、実情に応じた必要な措置を講ずることが求められます。 

  
※派遣元・派遣先ともに、派遣労働者が職場におけるハラスメントの相談を行ったこと等を
理由として、労働者派遣の役務の提供を拒む等、解雇その他の不利益取扱いを行ってはいけ
ません。 

事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラ
スメント及びパワーハラスメント（以下「ハラスメント」という。）をなくすため、雇用管理上必要な対
策をとらなければなりません。（男女雇用機会均等法第 11 条、第 11 条の 2、第 11 条の 3、第 11 条の 4、育
児・介護休業法第 25 条、第 25 条の２、第 25 条の３、労働施策総合推進法第 30 条の２、第 30 条の３） 
また、派遣先の事業主は、自ら雇用する労働者と同様、派遣労働者についても職場におけるハラスメン

ト対策として、雇用管理上及び指揮命令上必要な措置を講じなければなりません。（労働者派遣法第 47 条
の 2、第 47 条の３、第 47 条の４） 

職 場 に お け る ハ ラ ス メ ン ト 対 策 の 措 置  
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＜女性労働者の母性健康管理に必要な措置＞  

（1）妊産婦が保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間の確保 

【妊娠中】 妊娠23週まで       ４週間に１回 

        妊娠24 週から35 週まで  ２週間に１回 

        妊娠36 週以後出産まで    １週間に１回 

【産後（出産後１年以内）】 医師等の指示するところにより、必要な時間を確保。 

（2）妊産婦が保健指導又は健康診査に基づく主治医等の指導事項を守ることができるようにするため
に講じなければならない措置 
・妊娠中の通勤緩和（時差通勤、勤務時間の短縮、交通手段・通勤経路の変更 等） 
・妊娠中の休憩に関する措置（休憩時間の延長、休憩回数の増加、休憩時間帯の変更 等） 
・妊娠中または出産後の症状等に対応する措置（作業の制限、勤務時間の短縮、休業 等） 

妊娠中及び出産後の健康管理（母性健康管理）に関する措置 

※ただし、医師等が異なる指示をしたとき

は、その指示に従って、必要な時間を確保

事業主は、妊娠中・出産後の女性労働者が保健指導・健康診査を受けるために必要な時間を確保し、
医師等による指導事項を守ることができるよう必要な措置を講じなければなりません。（男女雇用機会
均等法第 12 条、13 条） 

また、派遣先の事業主は、自ら雇用する労働者と同様、派遣労働者についても妊娠中及び出産後の
健康管理に関する必要な措置を講じなければなりません。（労働者派遣法第 47 条の 2） 

大阪労働局雇用環境・均等部 指導課 

〒540-8527 大阪市中央区大手前 4-1-67 大阪合同庁舎第 2 号館 8 階 

☎ 06-6941-8940 （平日 8:30～17:15） 

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法に関する情報は、厚生労働省ＨＰもご確認ください

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/index.html 

 

令和７年 4 月 


